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補助金の交付申請又は受給される皆様へ 

本事業の補助金については、経済産業省が定めたトラック・船舶等の運輸部門にお

ける省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッ

ド車等の点検整備の高度化による省エネ推進事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助

金を財源としており、社会的にその適正な執行が強く求められるものであり、当然なが

ら、当社としましても補助金に係る不正行為に対しては厳正に対処しております。 

従って、当社の補助金に対し交付の申請をされる方、及び、申請後に採択が決定し

補助金を受給される方におかれましては、以下の事項について充分ご認識された上

で、補助金の申請又は受給を行っていただきますようお願いします。 

1. 補助金の申請者が当社に提出する書類には、如何なる理由があってもそ

の内容に虚偽の記述を行わないで下さい。 

2. 当社から補助金の交付決定を通知する前において、発注等を完了させた

設備等については、補助金の交付対象とはなりません。 

3. 補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該資産の処

分制限期間（法定耐用年数）内に処分（補助金の交付目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）しようとする時

は、事前に処分内容等について当社の承認を受けなければなりません。な

お、当社は、必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査すること

があります。 

4. また、偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがあ

る場合には、当社として、補助金の受給者に対し必要に応じて現地調査等

を実施します。 

5. 上述の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交

付決定の取り消しを行うとともに、受領済の補助金のうち取り消し対象とな

った額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額を返還していただくことに

なります。併せて、当社から新たな補助金等の交付を一定期間行わないこ

と等の措置を執ると共に、当該事業者の名称及び不正の内容を公表させ

ていただきます。 

6. なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）の第２９条から第３２条に

おいて、刑事罰等を科す旨規定されています。 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 
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2 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 事業の概要 

運輸部門におけるエネルギー消費量の約３割を占めるトラック運送において、省エネ

の取組を行うことは重要である。しかし、トラック事業者が単独で当該取組を行うには限

界があり、荷主と連携した物流全体の効率化により省エネを推進する必要がある。 

本事業では、荷主との連携を要件として、トラック事業者の「車両動態管理システム

の導入」及び荷主の「予約受付システムの導入」を支援し、当該システムを活用したトラ

ック事業者と荷主との共同による輸送の効率化を実証することを目的とする。 

なお、提出されたデータについてはパシフィックコンサルタンツ株式会社（以下、「ＰＣ

ＫＫ」という）より国へ報告し、今後の省エネルギー政策等に活用される。 

※荷主：本事業では P.3 に示す補助対象事業者ア～エが行う輸送において貨物を

引き渡す者又は受け取る者とする。但し、倉庫業者は除く。 

 

 公募予算額 

約４０億円 

 補助対象事業 

本事業の補助対象事業は、トラック事業者が車両動態管理システムを活用し、荷主

連携の取組を行う事業とする（具体的な要件については、「4．補助対象事業者」以降を

確認すること）。 

※なお、予約受付システムの効果を実証するためには、車両動態管理システムから抽

出されるデータが必要不可欠であることから、本事業では予約受付システムのみの

導入については補助対象としないこととする。 

  



 

 

3 事業の内容 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 事業内容【①車両動態管理システム】 

補助対象事業者 

交付規程第３条第１項に規定する補助事業者は、次のア～オのいずれかの者で

あること。 

ア）貨物自動車運送事業者 
イ）第二種貨物利用運送事業者 
ウ）自家用トラック事業者 
エ）ア又はイを構成員に含む団体※1 
オ）リース事業者※2 

※1 各団体の構成員の運送事業者が補助対象となるシステムを導入する場合に

限る。この場合において、当該構成員と共同で申請すること。 

※2 ア～エに該当する者に補助対象となる機器をリースする者に限る。この場合

において、ア～エに該当する者と共同で申請すること。 

 

但し、次のいずれかに該当する事業者は対象外とする。 

 経済産業省からの補助金等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業

者。 

 交付規程別紙「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項に該当す

る者（誓約事項に違反した場合、交付決定の全部又は一部を取り消すことに留意

すること）。 

 平成２９年度トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助

金（トラック輸送の省エネ化推進事業）の補助金の交付を受けた事業者（平成２９

年度と異なる荷主連携メニューを実施する場合を除く）。 

補助対象事業の要件 

導入した車両動態管理システムを活用した荷主との連携による省エネ取組を次

の①～⑤のとおり実施し、取組の自己評価を報告すること。 

① 実施計画を作成すること。 

 申請時に車両動態管理システム導入により、どのような取組を実施したいの

か、連携メニューリスト（P.57～58 別表参照）を基に作成し、省エネ効果の計画

値を提出。 

 連携メニューリストの区分ＡとＢから少なくとも各１メニューを必ず選択し、多様な

連携による省エネ取組の実施を図る。 

② 車両動態管理システム導入後、車両動態管理システムを活用した自己診断デー

タを取得すること。 

③ 自己診断（現状分析・提案）を実施すること。 

 取得した自己診断データから、輸送の省エネ化にあたっての現状の課題抽出

及び当該課題解決に向けた輸送の効率化の観点での荷主との連携の提案を

実施。 
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④ 自己評価を報告すること。 

 荷主との取組状況の報告と省エネ効果を提出。 

⑤ 本事業によって、車両動態管理システムの車載器を導入した車両全体で１％以

上の省エネ効果を達成すること。 

補助対象となる経費 

補助対象事業者（オを除く）が行う補助事業の実施に必要な車両動態管理システ

ムの車載器の導入に要する経費とする。 

【補助対象経費の範囲】 

表Ⅰに掲げる必須機能を有する車載器本体（ハーネス類を含む）を補助対象と

する。 

 車載器の付帯機能については、省エネ・荷主連携の効果が高いと認められるも

の（表Ⅰに掲げるもの）を補助対象とする。 
 なお、上記以外の機能（カメラ[ドラレコ]、カーナビ等）については、次項「補助

対象設備と基準」に示す設備と連携して使用する省エネ・荷主連携の効果が

高いと認められるもの、若しくは車載器内蔵式など製品構成として不可分で

分離できないと認められるものに限り補助対象とする（申請時に個別判断）。 

 付帯設備については、１運行の中での取得情報を車載器のみで出力・分析でき

ない場合に出力・分析するために必要な事務所用機器を補助対象とする。 
 品質が保証されており、保証期間が定められているものとする（市販品対象）。 

【補助対象外経費】 

以下の経費は補助対象外とする。 

 車載器 
 必須機能を有する車載器であっても、スマートフォン、タブレット端末、パソコ

ン本体、ＥＴＣ等の汎用機器は対象外とする。 

 補助対象設備の要件を満たす車載器であっても、本事業の目的の範囲を著

しく超える機能が付加されている場合、若しくは当該機能が付加されていない

車載器の価格と大幅な乖離がある場合は対象外とする。（申請時等に個別

判断） 

 事務所用機器 
 分析ソフトを使用するためのパソコン本体等や出力のための装置（ディスプレ

イ、プリンターなど）は対象外とする。 

 補助対象設備の要件を満たす事務所用機器（分析ソフト等）であっても、導入

する車載器本体の合計額を超える価格の設備については、車載器の付帯設

備の範囲を超えているものとして対象外とする。 
 その他 
 通信料やプロバイダー利用料等の費用は対象外とする。 

 機器の取り付け費用、導入時の初期設定や説明・指導にかかる費用などの

設備本体ではない経費は対象外とする。 
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 補助対象経費、補助金の額には消費税及び地方消費税相当の金額は含ま

ないこと。 

 自社調達を行う場合には、調達価格に含まれる利益を排除すること。 

 補助事業者が補助対象経費を支払う際に発生する銀行等への振込手数料

は、補助対象外とする。 

 

【補助対象設備と基準】 

表 I 車両動態管理システム 

区

分 
対象設備 基準 

設
備
費 

車
載
器
本
体 

必
須
機
能 

 ＧＰＳ位置情報を取得できる

車載器 

（ＧＰＳレシーバを含む） 

 デジタコ機能 
 燃料管理機能 

（燃料センサー、燃料量の

入力装置等、若しくは付帯

設備〔下段〕により入力でき

ること） 

 作業状態等の入力装置 

 車両動態管理に必要となるＧＰＳ位置情報を取得できるこ

と 

 時計が内蔵されており時間情報が取得できること 

 １運行の中での瞬間速度、走行距離、走行時間を取得で

き、ＥＭＳ機能を備えていること 
 １運行の中での燃料使用量について、自動若しくは手入力

によって計測・記録できる機能を備えていること 

但し、車載器のみでは入力できない場合については、事務

所用機器（動態状況管理ソフト）にて入力できること 

 作業状態等の入力装置は、１運行の中での機能に応じた

情報（荷待ち中や積卸作業中の状態、実車/空車の状態、

給油量 等）を車載器に入力するための装置であること 

付
帯
機
能 

 各種センサー 

（速度、エンジン回転数、 

ドア開閉、温度管理 等） 

 積載情報等の入力装置 

 移動体通信装置 

（ＬＴＥ通信装置 等） 

 無線ＬＡＮ装置 

 各種センサーは連携メニューを実施する上で必要なもので

あって、１運行の中での各種センサーに応じた情報（速度、

エンジン回転数、庫内温度 等）を取得できること 

 入力装置は、１運行の中での機能に応じた情報(積載量 

等)を車載器に入力するための装置であること 

 移動体通信装置は、車載器取得情報を運行中に送受信す

るための専用装置であること 

 無線ＬＡＮ装置は、車載器取得情報の送受信専用の装置

であること 

付
帯
設
備 

事
務
所
用

機
器 

 動態状況管理ソフト 

 カードリーダー又は無線ＬＡ

Ｎ装置 

 動態状況管理ソフトは、車載器の取得情報を分析するため

の専用ソフトであること 

 カードリーダー・無線ＬＡＮ装置は車載器取得情報の入力

のための専用の装置であること 
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補助率 

補助率は車両動態管理システム車載器本体の種類に応じた下表の通りである。 

表 II 

システム・種類 定義 補助率 

車両動態管

理システム 

クラウド型 
車載器 

運行中にデータ通信により位置情報その

他連携に必要な情報の送受信を行うこと

ができる車載器とする。運行中にデータ

通信による送受信ができない位置情報以

外の取得情報がある場合には、記録媒

体に当該取得情報を記録できること。 

１/２以内 

メモリーカード型

車載器 

専ら記録媒体に取得情報を記録し、運行

中にデータ通信による送受信を行わない

車載器とする。 
１/３以内 

※１，０００円未満切り捨て 

※採択にあたっては、下記の通りの申請を優先して採択する。 
 本公募では、①予算の範囲で事業用トラックの申請を優先的に採択し、次に②

事業用トラックの採択終了後に残予算を上回らない範囲で自家用トラックの申

請を採択する。 
 補助金申請額の合計が予算額又は残予算額を超える場合は、予算額又は残

予算額を上回らない範囲で実施計画における省エネルギー効果（トン・キロあた

りの燃料削減率）の上位の申請から優先的に採択する。 

報告内容（車両動態管理システムのみ導入の場合） 

a)自己診断データ 

【総括分析データ（総括表）】 

 車両動態管理システム活用による自己診断データ 
 荷主連携前後の車両別日別データ（①走行距離、②輸送量、③燃料使用量）及

び車両情報等を提出。 
 
b)自己評価の結果 

【取組実施の場合】 

 荷主との取組状況の報告と省エネ効果を提出。 

【取組途上の場合】 

 想定される効果（走行キロや荷待ち時間減少に伴う燃料削減量等）と取組実施

までの課題、実施までの見通しを提出。 
 荷主への提案を実施していない報告は認められない。 

データ計測期間 

 荷主連携前の実働１０日間（車両動態管理システム導入後） 
 荷主連携後の実働１０日間 
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パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 事業内容【②予約受付システム】 

補助対象事業者 

交付規程第３条第１項に規定する補助事業者は、次のカ、キのいずれかの者で

あること。 

カ）荷主※1 
 本事業では、補助対象事業者ア～エが行う輸送において貨物を引き渡す者

又は受け取る者とする。但し、倉庫業者は除く。 
キ）リース事業者※2 

※1 ア～エに該当する者と共同で車両動態管理システム及び予約受付システムを

活用した荷主連携メニューを実施する者に限る。この場合において、ア～エ

に該当する者と共同で申請すること。 

※2 カに該当する者に補助対象となる機器をリースする者に限る。この場合にお

いて、ア～エ及びカに該当する者と共同で申請すること。 

 

但し、次のいずれかに該当する事業者は対象外とする。 

 経済産業省からの補助金等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業

者。 

 交付規程別紙「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項に該当す

る者（誓約事項に違反した場合、交付決定の全部又は一部を取り消すことに留意

すること）。 

補助対象事業の要件 

導入した車両動態管理システム及び予約受付システムを活用したトラック事業者

との連携による省エネ取組を次の①～⑤のとおり実施し、取組の自己評価を報告

すること。 

① 実施計画を作成すること。 

 申請時に車両動態管理システム及び予約受付システムの導入により、どのよう

な取組を実施したいのか、連携メニューリスト（P.57～58 別表参照）を基に作成

し、省エネ効果の計画値を提出。 

 連携メニューリストの区分ＡとＢから少なくとも各１メニューを必ず選択し、多様な

連携による省エネ取組の実施を図る。 

② 車両動態管理システム導入後（かつ予約受付システム稼動前）に、車両動態管

理システムを活用した自己診断データを取得すること。 

③ 自己診断（現状分析）を実施すること。 

 取得した自己診断データから、輸送の省エネ化にあたっての現状の課題抽出

及び当該課題解決に向けた輸送の効率化の観点でのトラック事業者との連携

を実施。 

④ 自己評価を報告すること。 
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 予約受付システムを活用した取組状況の報告と省エネ効果を提出。 

⑤ 本事業によって、車両動態管理システムの車載器を導入した車両全体で１％以

上の省エネ効果を達成すること。 

補助対象となる経費 

補助対象事業者（カ、キに限る）による補助事業の実施に必要な予約受付システ

ムの導入に要する経費。 

【補助対象経費の範囲】 

表Ⅲに掲げる機能を有する設備を補助対象とする。 

 本事業を実施するトラック事業者が連携メニューを実施する上で必要かつ継続

的に利用するものとしてトラックの積卸施設等に設置するものであり、次項「補

助対象設備と基準」に示す設備で構築されたシステムの購入に要する経費を補

助対象とする。 
 但し、車両動態管理システムの導入を伴わない予約受付システム単独導入

は補助対象として認められない。 
 なお、上記以外の設備については、「補助対象設備と基準」に示す設備と連

携して待機時間の削減に有用であり省エネ・荷主連携の効果が高いと認めら

れるもの、若しくは設備内蔵式など製品構成として不可分で分離できないと

認められるものに限り補助対象とする。（申請時等に個別判断） 

 市販品（品質が保証されており、保証期間が定められているもの）の他、個別

受注製作や自社開発によるシステム構築による場合も補助対象とする。但し、

補助対象として計上できる経費は次項「補助対象設備と基準」に示す設備で

構築されたシステムの導入費用のみとする。 

【補助対象外経費】 

以下の経費は補助対象外とする。 

 設備 

 予約受付システムを構成する必要な設備であっても、スマートフォン、タブレッ

ト端末、パソコン本体等の汎用機器は対象外とする。 

 補助対象設備の要件を満たす設備であっても、本事業の目的の範囲を著しく

超える機能が付加されている場合は対象外とする。（申請時等に個別判断） 

 その他 

 工事費、通信料やプロバイダー利用料等の費用は対象外とする。 

 導入時の初期設定や説明・指導にかかる費用などの設備ではない経費は対

象外とする。 

 補助対象経費、補助金の額には消費税及び地方消費税相当の金額は含ま

ないこと。 

 自社調達を行う場合には、調達価格に含まれる利益を排除すること。 

 補助事業者が補助対象経費を支払う際に発生する銀行等への振込手数料

は、補助対象外とする。  
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【補助対象設備と基準】 

表 III 予約受付システム 

区

分 
対象設備 基準 

設
備
費 

予

約

受

付

シ

ス

テ

ム 

 到着情報表示装置 

（ディスプレイ、サイネージ 等） 

 トラック到着に係る情報を施設内に表示する専用

の装置、又は施設内の作業に従事する者の携帯

する専用の表示器であること 

 受付入力装置 

（タッチパネル、ＱＲコードリーダー 等） 

 トラック到着の受付処理等を行うための専用の装

置であること 

 構内通信装置 

（無線ＬＡＮなど通信装置・端末 等） 

 移動体通信装置 

（ＬＴＥ通信装置 等） 

 トラック運転手や施設内の作業に従事する者等

の呼出連絡に係る情報の送受信専用の装置で

あること 

 各種センサー 

（車両検知センサー、実積載量センサ

ー 等） 

 各種センサーは、連携メニューを実施する上で必

要なものであって、予約受付システムと連携して

待機時間の削減に有用な各種センサーに応じた

情報（施設内車両検知、実積載量 等）を取得する

専用の装置であること 

 車両誘導装置 

（誘導表示器、車番認識カメラ 等） 

 車両誘導装置は、連携メニューを実施する上で

必要なものであって、予約受付システムと連携し

てトラックの場内誘導を行うための専用の装置で

あること 

 予約受付処理ソフト 

 サーバー 

 トラックの予約受付を処理するための専用のソフ

ト又はサーバーであること 

 
補助率及び補助金上限額 

補助率、補助金上限額は予約受付システムに応じた下表のとおりである。 

表 IV 

システム 定義 補助率 補助金上限額 

予約受付シ

ステム 

トラック事業者の事業所・トラック運転手等

が、トラックの積卸施設等への到着予定時

刻を、電子的な方法により事前に予約する

ことができるシステムとする。 

１/２以内 
1事業所あた

り５千万円 

※１，０００円未満切り捨て 

※採択にあたっては、下記の通りの申請を優先して採択する。 
 本公募では、①予算の範囲で事業用トラックとの共同申請を優先的に採択し、

次に②事業用トラックの採択終了後に残予算を上回らない範囲で自家用トラッ

クとの共同申請を採択する。 
 補助金申請額の合計が予算額又は残予算額を超える場合は、予算額又は残

予算額を上回らない範囲で実施計画における省エネルギー効果（トン・キロあた

りの燃料削減率）の上位の申請から優先的に採択する。 
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 なお、予算額又は残予算額の範囲内であっても費用対効果が他の申請と比較

して低い実施計画である場合は不採択とすることがある。費用対効果の基準

は、「補助対象経費あたりの省エネルギー量（燃料削減量）の見込み値」とす

る。 
 

報告内容 

a)自己診断データ 

【総括分析データ（総括表）】 

 トラック事業者との連携前後の車両別日別データ（①走行距離、②輸送量、③

燃料使用量、④荷待ち時間）及び車両情報等を提出。 
 予約受付システムの導入前後の荷待ち時間データについては、車両動態管

理システム等によりデータを取得する必要があることに留意すること。 

b)自己評価の結果 

【取組実施の場合】 

 省エネ効果等のトラック事業者との取組の結果報告を提出。 

【取組途上の場合】 

 想定される効果（走行キロや荷待ち時間減少に伴う燃料削減量等）と取組実施

までの課題、実施までの見通しを提出。 
 

データ計測期間 

 トラック事業者との連携前の実働１０日間（車両動態管理システム導入後かつ

予約受付システム稼動前） 
 トラック事業者との連携後の実働１０日間（予約受付システム稼動後） 

 
 
  

予
約
受
付
シ
ス
テ
ム
稼
動

荷主連携前データ取得
車両動態管理システムのみ稼動

実働10日間

荷主連携後データ取得
車両動態管理・予約受付システム稼動

実働10日間

交付

決定後

事業完了

車
両
動
態
管
理

シ
ス
テ
ム
導
入

荷
主
へ
の
提
案

取
得
デ
ー
タ
分
析

自
己
評
価
結
果
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 事業期間 

補助事業の事業開始年月日 

交付決定年月日を補助事業の開始年月日とする。 

 発注は交付決定年月日以降に実施すること。但し見積依頼については公表後

から交付決定前の実施も有効とする。 

補助事業の事業完了年月日 

自己評価の報告が完了し、かつ補助事業に係わる全ての支払いが完了した日を

事業完了年月日とする（事業完了年月日は遅くとも平成３１年１月１０日（木）とする

こと）。 

事業完了年月日から起算して３０日以内又は平成３１年１月１１日（金）のいずれ

か早い日までに補助事業実績報告書（様式第９）、別紙の他、 必要な書類全てをＰ

ＣＫＫに提出すること。 

 補助金額の確定の審査については、受理した補助事業実績報告書から順次行

うため、事業完了後に速やかに提出すること。 
 申請時の事業完了年月日は厳守すること。遅延の場合、補助金が支払われな

い場合がある。 なお、事業完了の遅延が見込まれる場合は、速やかにＰＣＫＫ

に報告すること。 

 翌年度以降の対応 

荷主連携が取組途上の場合や取組を実施した場合であっても省エネ効果が計画

値に満たなかった場合は、翌年度以降も実施結果の報告を行う必要がある。 

 取組途上の場合：省エネ効果等の荷主との取組の結果報告を提出。 
 事業年度に取組途上であった場合は提出必須とする（報告が無い場合は補助金の

返還を求めることがある）。 

 省エネ効果が計画値未満の場合：省エネ効果を提出。 
 事業年度に省エネ効果が計画値未満であった場合は提出を必須とする（報告が無

い場合は補助金の返還を求めることがある）。 
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 取組実施を報告済みの場合：現状報告への協力を求めることがある。 
 
  



 
13 事業の実施 

II.事業の実施 
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 スケジュール 
時期 申請者・補助事業者 様式・提出書類 

平成 30年 7月 2日 
 

公表（ホームページ） 

7月 23日 

～8月 24日 

 

交 付 申 請 *補助金交付申請書（様式第 1） 

*補助金交付申請書（様式第 1）別紙 

*補助金交付申請書（様式第 1）別紙 2 

*申請者情報 

*実施計画書 

*見積書（写）2 社以上 

*使用機器・部品一覧 

*システム機器資料（写） 

*返信用封筒（切手不要） 

審   査 
 

9 月上旬～（順次） 
 

交付決定（郵送にて通知） 

交付決定後 
 

 

 

 

 

 

事 業 開 始 

見 積 ・ 競 争 入 札 

発 注 

シ ス テ ム 設 置 

デ ー タ 取 得 

分 析 ・ 提 案 

 

11月下旬 
 

中 間 報 告 *補助事業実施状況報告書（様式第 7） 

*荷主連携前総括分析データ（総括表） 

*申請車両・車載器シリアル一覧表 

*自動車検査証（写） 

*納品書又は請求書・支払領収証書又は振

込明細書（写） 

*保証書（写） 

*リース契約書（写） 

*システム設置報告（導入した設備の写真

等） 

*振込口座事前連絡 

◆自己評価の報告

が完了し、かつ

補助対象となる

経費の支払いを

完了した日 

 

事 業 完 了 
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時期 申請者・補助事業者 様式・提出書類 
◆事業完了年月日

から 30 日以内、

又は平成 31 年 

1 月 11 日のいず

れか早い日 

 

実 績 報 告 *補助事業実績報告書（様式第 9） 

*補助事業実績報告書（様式第 9 別紙収支

明細表） 

*取得財産等管理明細表（様式第 15） 

※該当する事業者のみ 

*荷主連携後総括分析データ（総括表) 

*自己評価結果 

*返信用封筒（切手不要） 

 

審   査 

平成 31年 2月下旬 
 

補助金の確定 

 

補 助 金 の 請 求 *補助金精算払請求書（様式第 12） 

平成 31年 3月末 
 

補助金の支払 

平成 31年度以降 
 
 

取 得 財 産 の 管 理 

自 己 評 価 報 告 

（取組途上の場合） 

 

 

 

*荷主連携後総括分析データ 

*自己評価結果 

 

 公募 

公募関連情報の提供 

最新の公募関連情報は、補助事業のホームページ（http://www.pacific-hojo.jp/）

に掲載するため逐次確認すること。 

公募期間 

平成３０年７月２３日（月）～平成３０年８月２４日（金）（消印有効） 

 申請書類は、郵送（書留可）で送付すること（持参・宅配便等の郵送以外の手

段による提出は不可）。 

 平成３０年７月２２日（日）以前の消印日の書類は無効とする。 

 書類受理の問い合わせには応じないため、書類の受理を確認したい場合は

簡易書留等による提出を推奨する。 
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 説明会の実施（全国２箇所）：予定 

地域 備考 

東京都２３区内 
説明会の実施期日、会場等の詳細については、

下記の補助事業のホームページにて公表する。 

  http://www.pacific-hojo.jp/ 

○申し込み方法：メール、ＦＡＸによる受付 
大阪府大阪市 

 

交付申請 

申請者は補助事業のホームページより補助金交付申請書（様式第１）、別紙、別

紙２及びその他申請書類をダウンロードし、必要事項を記入した後に別添資料とと

もにＰＣＫＫへ申請書類一式を郵送すること。 

 申請書類作成の際には「Ⅴ申請書類等の様式・記入時の注意」を参考にする

こと。 

 申請者は、「4.補助事業の開始～完了」以降に記載されている交付決定後の

事業内容を考慮し、事業実施の確実性、予算の有効利用の観点から、全体

計画をよく検討した上で申請すること。 

 補助金交付申請書（様式第１）提出後に、申請者の住所、氏名に変更があっ

た場合は、速やかにＰＣＫＫに報告すること。 

 審査及び交付決定 

審査 

ＰＣＫＫは、申請された事業内容等について、以下の項目に従って審査（必要に

応じて申請者へのヒアリングを実施）し、採択者を決定する。 

採択にあたっては、下記の通りの申請を優先して採択する。 

 提出された補助事業の内容が、交付規程及び公募要領の要件を満たしてい

ること。 

 補助事業に要する経費は市販品の他、個別受注製作や自社開発システムに

おいても２社以上の見積から算定されているものであること（同一機能で他社

の見積を取得すること）。 

 本公募では、①予算の範囲で事業用トラックとの共同申請を優先的に採択

し、次に②事業用トラックの採択終了後に残予算を上回らない範囲で自家用

トラックの申請を採択する。 

 補助金申請額の合計が予算額又は残予算額を超える場合は、予算額又は

残予算額を上回らない範囲で実施計画における省エネルギー効果（トン・キ

ロあたりの燃料削減率）の上位の申請から優先的に採択する。 
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 予約受付システムを含む申請については、予算額又は残予算額の範囲内で

あっても費用対効果が他の申請と比較して低い実施計画である場合は不採

択とすることがある。費用対効果の基準は、「補助対象経費あたりの省エネ

ルギー量（燃料削減量）の見込み値」とする。 

交付決定 

交付決定の結果については、交付規程に従って補助金交付決定通知書（様式第

２）で申請者に順次、郵送にて通知する。 

 補助金交付決定通知書（様式第２）については、適切に保管すること。 

 「予算執行等に係る情報の公表等に関する指針」（平成２５年６月２８日内閣

官房行政改革推進本部事務局）に基づき、交付決定内容（補助金交付先

名、交付決定額）の公表を行う。 

 補助事業の開始から完了までの流れ 

補助事業の開始 

a)仕様・選定 

購入にあたり、２社以上から同一設備の見積りを取得し、最低価格を提示した

業者から購入すること。なお、競争入札を行い、見積りを取得することも可能であ

る。 

（ア）見積書は、公表後から交付決定前の取得も有効だが、見積書の日付、押

印など正しく明記され、有効期間内であること。 
（イ）競争入札を行う場合、交付決定年月日以降に実施すること。 
（ウ）複数の見積りを取れなかった場合、又は最低価格を提示した者を選定して

いない場合は、その理由を明らかにした理由書を作成すること（様式自由）。 

※市販品の他、個別受注製作や自社開発システムにおいても２社以上の見積

から算定されているものであること（同一機能で他社の見積を取得すること）。 

b)発注 

交付決定年月日以降に実施すること。 

c)システム設置 

購入した車載器及び付帯機能を対象車両等に設置すること。また、予約受付シ

ステムを導入する場合はトラックの積卸施設等に設置すること。 

d)データ取得 

車両動態管理システムを活用して自己診断データを取得。 
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※なお、予約受付システムの効果を実証するためには、車両動態管理システム

から抽出されるデータが必要不可欠である。そのため本事業では予約受付

システムのみの導入については補助対象とならないこととする。 

e)現状分析・提案 

取得した自己診断データから、輸送の省エネ化に当たっての現状の課題の

抽出及び当該課題の解決に向けた荷主との連携の提案を実施。 

補助事業の計画変更等 

交付決定後、申請者の情報や補助事業内容に変更、あるいは補助事業完了の

遅延が見込まれる場合、申請者は速やかにＰＣＫＫに報告し、指定された様式を提

出すること。 

中間検査・中間報告 

a)中間検査 

ＰＣＫＫは、事業期間中の期日を指示し、それまでに中間検査（現地検査を含

む）を行うことがある。 

b)中間報告 

今後提出される補助事業実績報告書の書類確認を円滑に実施するための事

前確認として、P.26 表 V の書類をＰＣＫＫに提出すること（提出時期は交付決定時

に詳細を通知する）。 

実施状況報告（荷主連携前総括分析データ）については原則中間報告での提

出を厳守とし、内容を確認した結果に不備がある場合は、再提出を求めること

がある。 

補助事業の完了 

自己評価の報告が完了し、かつ補助事業に係る全ての支払いを完了した日を事

業完了年月日とする。 

 支払い条件については現金支払い又は金融機関による振込とする。 
 原則として銀行振込とし、小切手・支払手形（回し手形は不可）の場合は、

支払いの事実を証明する資料を提出すること。なお、提出が無い場合、補

助金が支払われない。 
 口座引き落としは不可。 
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 実績報告から補助金の支払いまでの流れ 

実績報告及び補助金額の確定 

補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から３０日以内又は平成３

１年１月１１日（金）のいずれか早い日までに下表の書類をＰＣＫＫに提出すること（事

業完了年月日は遅くとも平成３１年１月１０日（木）とすること）。 

 
 補助事業実施金額の報告には、機器購入等に際して発生した振込手数料等

は含めないこと。 

 ＰＣＫＫは補助事業実績報告書（様式第９）を受理した後、書類の審査及び必

要に応じて現地検査を行い、補助事業実績報告書（様式第９）が補助金の交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき

補助金の額を確定し、その結果を補助事業交付金額確定通知書（様式第１１）

にて速やかに通知する。 

 申請された機器が導入されなかった場合、又は適正な報告、補助事業実績

報告書（様式第９）の提出がなされなかった場合、補助金の支払いが行われ

ない。 

 当該補助事業において、導入した補助対象設備の取得単価が５０万円以上

（消費税額を除く）の場合のみ、取得財産等管理明細表（様式第１５）を提出

すること（補助対象機器の取得単価が５０万円未満の場合は提出不要）。 

補助金の請求支払い 

補助事業者は、補助事業交付金額確定通知書（様式第１１）受領後、速やかに補

助金精算払請求書（様式第１２）をＰＣＫＫに提出すること。 
ＰＣＫＫは、補助金精算払請求書（様式第１２）の受領後に補助事業者に補助金を

交付する。 

 『補助金の支払い』以降 

取得財産等の管理 

補助事業者は、補助事業により取得した財産（以下、「取得財産等」という）につい

て法定耐用年数の間、実施計画書に基づく省エネルギー事業を継続することを前提

に、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意を持って管理し、補助金の交

付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

 取得財産等（取得価格又は効用の増加価格が単価５０万円以上のものに限

る）を制限期間内に処分しようとする時は、予めＰＣＫＫの承認を受けなけれ

ばならない。 

 交付規程第２１条第２項に規定する、取得財産等の処分を制限する期間は、

５年間とする。 
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補助金の返還、取消、罰則等 

補助事業者による事業内容の虚偽申請、補助金等の重複受給、その他補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（以下「適正化法」という。）、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令、交付規程及び交付決定の際に付し

た条件に関する違反が判明した場合、次の措置が講じられることになる。 

 交付決定の取消、補助金等の返還及び加算金の納付。 
 適正化法第２９条から第３２条までの規定による罰則。 
 相当の期間補助金等の全部又は一部の交付決定を行わないこと。 
 補助事業者等の名称及び不正の内容の公表。 

 事業実施スキーム 

 

 

経済産業省 国土交通省 

パシフィックコンサルタンツ

株式会社 

補助事業者 

連携 

補助 

補助 申請 

申請 
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III.申請方法 
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 申請方法 

公募要領の内容確認 

補助事業のホームページ（http://www.pacific-hojo.jp/）に掲載される各種添付

書類も併せて確認すること。 

 申請の際に記載内容等に不備があった場合には、交付決定が行われないの

で十分注意すること。 

 提出する申請書等は全て片面印刷とすること。 

申請書の作成 

補助事業のホームページから様式第１と別紙、別紙２及び申請書類をダウンロ

ードし、実施事業の申請書を作成すること。 

日付と社内決済番号の記入 

申請書等の右上端の日付と社内決裁済番号を記入すること。 

 日付には書類を作成した日を必ず記入すること。 

 「第  号」は社内決裁済番号を付する際に使用し、付さない場合は不要。 

提出方法と締切 

申請書類を印刷した後、P.23「5)申請時の提出書類一覧」に則り、申請書類一式

を締切日までに郵送にて提出すること（持参・宅配便等は不可）。 

なお、添付書類「実施計画書」「使用機器・部品一覧」「申請者情報」について

は、入力した Microsoft Excel データ形式ファイル（メール添付やＣＤ-ＲＯＭなどメ

ディア送付）で提出する。 

なお、「申請者情報(荷主)」）」については押印した原本を郵送にて提出するとと

もに、併せて Microsoft Excel データ形式ファイル（メール添付やＣＤ-ＲＯＭなどメ

ディア送付）で提出すること。 

 平成３０年７月２３日（月）の消印から有効とする。 

 申請書類は採択結果に関わらず返却しないため、必ず写しを控えておくこと

（交付規程第２２条第２項「補助事業の経理等」参照）。 

 必要書類をＰＣＫＫに郵送する際には、返信先を記入した交付決定通知書送

付用返信封筒（定型封筒 長形３号のみ、切手不要）を同封すること。 

※なお、提出時には補助事業のホームページに掲載される「提出チェックリス

ト」と「宛名票」を活用ください。 

≪ 提出締切≫ 平成３０年８月２４日（金）（提出締切日の消印有効） 
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申請時の提出書類一覧 

提出書類 部数 
書類 
様式 

備考 

補助金交付申請書（様式第１） １ 有 － 

補助金交付申請書（様式第１）

別紙 
１ 有 － 

補助金交付申請書（様式第１）

別紙２ 

「申請者の役員名簿」 

１ 有 
共同で申請の場合には各々提出

すること 

 

■添付書類 

提出書類 部数 
書類

様式 
備考 

申請者情報（トラック事業者） １ 有 
※Microsoft Excel データ形式ファ
イルにて提出 

申請者情報（リース事業者） （１） 有 
該当する場合のみ提出 
※Microsoft Excel データ形式ファ
イルにて提出 

申請者情報（荷主） （１） 有 

該当する場合のみ提出 
※Microsoft Excel データ形式ファ

イルにて提出、かつ押印原本を郵
送提出。但し、写しは控えておくこ

と 

実施計画書 １ 有 
「荷主との連携策」を基に作成 
※Microsoft Excel データ形式ファ

イルにて提出 

使用機器・部品一覧 １ 有 

「荷主との連携策」を実施するのに

必要な機器を記入 
※Microsoft Excel データ形式ファ

イルにて提出 

見積書（写） 各１ 無 
２社以上で取得した見積書を各々

一部（予約受付システムも同様） 

システム機器資料（写） 各１ 無 
「補助対象設備基準」に該当する

設備仕様がわかるもの（パンフレッ

ト、模式図等） 

返信用封筒（定型封筒・長形３

号のみ） 
１ 無 

補助金交付決定通知書（様式第

２）送付用  ※切手不要 
※書類様式「有」のものについては、補助事業のホームページより出力 
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 提出先・お問い合わせ窓口 

 
 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 陸上輸送省エネ推進事業事務局 
■住 所：〒１０１-００５４ 

東京都千代田区神田錦町３丁目１８番地 寿ビル９階 

※郵送時は必ず『動態システム 交付申請書在中』と記入すること 

■T E L：０３－５２８０－９５０１ 

■F A X：０３－５２８０－９５０２ 

■メールアドレス ：dotai_hojokin@30.pacific-hojo.jp 

■ホ ーム ペ ー ジ：http://www.pacific-hojo.jp/ 
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IV.実績報告等の方法 
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 中間報告 

中間報告の方法 

 事業期間中のＰＣＫＫが指示する期日までに、実績報告手続きの書類確認を

円滑に実施するため、補助事業実施状況報告書（様式第７）、荷主連携前総

括分析データ（総括表）、申請車両・車載器シリアル情報一覧表、自動車検

査証(写)、納品書(写)又は請求書(写)、支払領収証書（写）又は振込明細書

（写）、並びに保証書（写）、リース契約書（写）、購入した対象設備等が導入さ

れた事が確認できる写真（補助対象事業所の名称が確認できる名刺等とあ

わせて撮影したもの）をあわせて振込口座事前連絡を中間報告としてＰＣＫＫ

に提出すること。 

 荷主連携前総括分析データ（総括表）及び申請車両・車載器シリアル情報一

覧表については、電子メール添付又は外部メディアを郵送（ＣＤ、メモリーカー

ド等）にて提出すること。なお、提出された外部メディアは返却しないので留意

すること。（その他、詳細については交付決定時に通知する） 

 中間報告時に支払いが済んでおらず、支払領収書（写）が提出できない場合

は必ずＰＣＫＫに連絡すること。 

中間報告時の提出書類一覧 

表 V 

提出書類/データ 部数 様式 備考 

補助事業実施状況報告書（様式第７） １ 有 下記書類に添えて提出 

荷主連携前総括分析データ（総括表） 車両毎 有 
※Microsoft Excel 形式

にて入力・提出 

申請車両・車載器シリアル情報一覧表 １ 有 
※Microsoft Excel 形式

にて入力・提出 

自動車検査証(写) 車両毎 無 
車両使用者は申請者と

同一であること 

納品書(写)又は請求書(写) 各１ 無 － 

支払領収証書(写)又は振込明細書（写） 各１ 無 － 

保証書（写） １ 無 購入機種ごと 

リース契約書（写） １ 無 
リース会社と共同申請す

る該当事業者のみ 

システム設置状況報告（導入した設備

の写真等） 
各１ 有 導入した設備全てを報告 

振込口座事前連絡 １ 有 － 

荷主連携前総括分析データ（総括表）については原則中間報告での提出を厳守とし、

内容を確認した結果に不備がある場合は、再提出を求めることがある。  
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 実績報告 

実績報告の方法 

 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から３０日以内又は平

成３１年１月１１日（金）のいずれか早い日までに補助事業実績報告書（様式

第９、様式第９別紙収支明細表）を郵送にてＰＣＫＫに提出すること（事業完

了年月日は遅くとも平成３１年１月１０日（木）とすること）。 

 あわせて、荷主連携後総括分析データ（総括表）及び自己評価結果を電子メ

ール添付又は外部メディアを郵送（ＣＤ、メモリーカード等）にて提出すること。

なお、提出された外部メディアは返却しないので留意すること。 

 当該補助事業において、導入した補助対象設備の取得単価が５０万円以上

（消費税額を除く）の場合のみ、取得財産等管理明細表（様式第１５）を提出

すること（補助対象機器の取得単価が５０万円未満の場合は提出不要）。 

 事業完了年月日は、実績データを全て取得かつ対象機器の支払いを完了

した日を事業完了年月日とする。なお、複数事業所での申請の場合は、全

ての事業所において完了した日を事業完了年月日とする。 
 平成３１年１月１１日（金）必着を期限とし、持参・宅配便等は不可とする。 

実績報告時の提出書類一覧 

表 VI 

提出書類 部数 様式 備考 

補助事業実績報告書（様式第９） １ 有 － 

補助事業実績報告書（様式第９別紙

収支明細表） 
１ 有 － 

荷主連携後総括分析データ（総括表） 車両毎 有 
※Microsoft Excel 形式にて

入力・提出 

自己評価結果 １ 有 
※Microsoft Excel 形式にて

入力・提出 

返信用封筒（定型封筒、長形３号の

み） 
１ 無 

住所記入 

切手不要 

取得財産等管理明細書（様式第１５）

※該当する事業者のみ 
１ 有 

該当する事業者のみ 
（導入した対象機器単価５０

万円以上） 
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V.申請書類等の様式・記入時の注意 
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パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記載内容等に不備があった場合には、交

付決定が行われないことがあるので、十分

注意すること。 
  



 

 

31 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助金交付申請書等様式・記入時の注意 

補助金交付申請書等（以下「申請書等」という）への記入等にあたっては、次の事項

に注意すること。 

申請書等様式例 

様式は補助事業のホームページからダウンロードした様式（ＰＤＦ又はワード）を基

に作成すること 

 提出する申請書等は全て片面印刷とすること。 

申請書等への記入 

全て、黒色インクで記入すること（ワープロ使用可）。 

 申請書等の右上端には書類を作成した日を必ず記入すること。 

 「第  号」は社内決裁済番号を付する際に使用し、付さない場合は不要。 

 補助事業者（申請者）の住所、補助事業者名、代表者等については、下記に

留意すること。 

 住所：申請者の住所を記入すること。 
 氏名：代表者の役職名称及び氏名を正確に記入すること。なお、法人の場

合は代表者名の前に正式法人名を記入すること。 

 申請書等に押印する印は、登録されている印であること（実印）。 

 申請書等への記入については、楷書を用い分かりやすい字で記入すること。 

 修正液・修正テープを使用した書類は不可。 

 記入した申請書は全てコピーして保管しておくこと。 

 

 



 

 

32 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助金交付申請書（様式第１） 

 
（様式第１）  

第          号 
平成○年○月○日 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

首都圏本社 取締役本社長 殿 

 
                                          申請者  住所 東京都千代田区神田錦町○-○-○ 
                                                  氏名 ○○運送 株式会社 
                                                  代表取締役 神田 太郎   印 
 

平成30年度トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金

（トラック輸送の省エネ化推進事業）補助金交付申請書 

 
トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ

化推進事業）交付規程第４条の規定に基づき、下記のとおり経済産業省からのトラック・船舶等

の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイ

ブリッド車等の点検整備の高度化による省エネ推進事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金の

交付を申請します。 

 
記 

 
１．補助事業の名称 ○○運送株式会社 トラック輸送の省エネ化推進事業 

 
２．補助事業の実施計画 別紙 実施計画書で報告 

 

３．補助金交付申請額 
（１）補助事業に要する経費：  金8,934,500円 

（２）補助対象経費：      金7,045,000円 
 

４．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額 

（別紙による） 
 
５．補助事業の開始及び完了予定年月日 
（１）開始年月日                     交付決定年月日 
（２）完了予定年月日                平成○年 ○月 ○日 

 

（注）申請書には、次の事項を記載した書面を添付すること。 
（１）申請者が申請者以外の者と共同して補助事業を行おうとする場合にあっては、当該事業

に係る契約書（申請書等）の写し 

（２）交付決定通知書送付用返信封筒（定型封筒（長形３号）に返信先を記入、切手は不要） 
（３）申請者の役員名簿（別紙２） 

（４）その他ＰＣＫＫが指示する書面等 

 
（備考） 用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 

※ＰＣＫＫのトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ

化推進事業）は、経済産業省が定めたトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助

金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッド車等の点検整備の高度化による省エネ推進事業）

交付要綱第３条に基づく国庫補助金のトラック輸送の省エネ化推進事業を行おうとする方に交付するも

のです。 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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パシフィックコンサルタンツ株式会社 

補助金交付申請書（様式第１） 記入時の注意 

① 「第  号」：社内決裁番号※を使用する際に記入。 
※社内で作成した書類等に付される文書管理上の通し番号であり、社内決裁番

号を付さない場合は不要。 
「日付」：書類の作成日を記入する。 

② 本事業を遂行できる申請者が代表申請者として、住所・法人名・代表者名を記入

し、押印は実印とすること。 

③ 補助事業実施年度を記入。 

④ 「1.補助事業の名称」を記入。 
例として、補助事業者の法人名と実証事業名を含めた名称など。 

「2.補助事業の実施計画」 

別紙「実施計画書」にて報告。 

「3.－（1）補助事業に要する経費」 

補助対象経費以外の経費を含む当該補助事業に要する経費を記入。 

「3.－（2）補助対象経費」 

当該事業における補助対象となる経費を記入。 

⑤ （2）補助事業の完了予定年月日 
車載器等の設備の設置、自己評価の報告が完了し、かつ当該事業に要する経費

の支払いが完了する予定日を記入。 
遅くとも平成３１年１月１０日（木）とすること。 

⑥ 添付書類については、P.23「5）申請時の提出書類一覧」を確認し、漏れの無い

ように封入。 
 
【注意】 ②～④についての記入、押印については、交付決定後の提出書類におい

ても 同一であること。書類送付前に必ずコピーをとり保管すること。 



 

 

34 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助金交付申請書（様式第１）－別紙 

（別紙） 
補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額 
 

（単位：円） 
補助対象 

経費の区分 
補助事業に 
要する経費 

補助対象経費 C  補助率 
補助金交付 
申請額 

設

備

費 

クラウド型 

車載器 
7,434,500 6,045,000 １／２以内 3,022,000 

メモリーカード

型車載器 
0 0 １／３以内 0 

予約受付システ

ム 
1,500,000 1,000,000 １／２以内 500,000 

合 計 8,934,500 7,045,000  3,522,000 

 
 
【本交付申請書に係る質問等連絡先及び担当者名】 

担当部署及び役職 担当者名 電話、FAX及びE-mail 
  （電話）00-0000-0000 

（FAX）00-0000-0000 
（E-mail）○○○○＠○○.○○ 
 

 
（備考）用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 

  

① 

② 

事業部 業務課 神田 花子 

A B 

 

D 
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パシフィックコンサルタンツ株式会社 

補助金交付申請書（様式第１）－別紙 記入時の注意 

① 補助対象経費の記入 
 ク ラ ウ ド 型：運行中のデータ通信により位置情報その他連携に必要な情

報の送受信を行うことができる車載器。 
 メモリーカード型：専ら記録媒体に取得情報を記録し、運行中にデータ通信によ

る送受信を行わない車載器。 
 予約受付システム：トラックの積卸施設等への到着予定時刻を、電子的な方法に

より事前に予約することができるシステム。 
※消費税及び地方消費税相当額を除く。 

A. 補助対象経費以外の経費を含む、申請者が事業を実施するために要する経

費を記入。 
（見積書にある補助の対象となる経費と対象外の経費を合算した額） 

B. 当該事業における補助対象となる経費を記入。 

C. ク ラ ウ ド 型 ： １／２以内 

メモリーカード型 ： １／３以内 

予約受付システム ： １／２以内 

D. ク ラ ウ ド 型 ： B の補助対象経費の１／２の金額を記入。 
メモリーカード型 ： B の補助対象経費の１／３の金額を記入。 
予約受付システム ： B の補助対象経費の１／２の金額を記入。 
（但し１，０００円未満は切捨てること） 

※予約受付システムについては１事業所あたりの補助金交付上限額は５千

万円とする 

② ＰＣＫＫから申請内容等の問合せにご対応いただける担当者名及び連絡先を記

入。 

 
【見積書提出についての注意事項】 

1) 下記項目に注意すること。 
 公募要領の公表日以降の日付である 
 有効期限が記載されている 
 発行元の販売店の印がある 
 消費税額が表記されている 
 予約受付システムを導入する場合は車載器と別々に見積書を取得すること 
 補助対象となる経費が確認できる 

2) 原則２社以上の見積書を提出すること。 
提出できない場合には正当な理由を記載した理由書（様式自由）を提出するこ

と。 
 予約受付システムについて、個別受注製作や自社開発品であっても複数

社以上の見積書を取得すること 



 

 

36 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助金交付申請書（様式第１）－別紙２ 

（別紙２） 

平成○年○月○日 

役員名簿 

氏名カナ 氏名 漢字 
生年月日 

性

別 
会社名 役職名 和

暦 
年 月 日 

カンダ タロウ 神田 太郎 Ｓ ３０ ３ ４ Ｍ ○○運送株式会社 代表取締役 

トウキョウ イチ

ロウ 
東京 一郎 Ｓ ４０ １ １ Ｍ ○○運送株式会社 常務取締役 

カントウ ハナコ 関東 花子 Ｓ ４５ １２ ２４ Ｆ ○○運送株式会社 取締役本部長 

         

         

         

         

         

 

（注）役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名

の間も全角で１マス空け）、生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、

性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を記載する。 

また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカ

ナ読みを記載すること。 

 

 

 

補助金交付申請書（様式第１）―別紙２ 記入時の注意 

① 年 月 日：書類の作成日を記入する。 

② 役員名簿：共同申請の場合には申請者の役員名簿及び共同申請者の役員

名簿、予約受付システムの申請の場合は荷主も役員名簿を提出すること。 

 

① 

② 
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パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 申請者情報 

申請者情報（トラック事業者） 

平成３０年度 トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業） 

申請者情報 
（トラック事業

者） 

会社所在地 
〒163-0000 

東京都千代田区神田錦町○-○-○ 

会社の

名称 

（カナ） ○○ｳﾝｿｳｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

（漢字） ○○運送株式会社 

代表者氏名 
役職 代表者氏名 

代表取締役 神田 太郎 

電話番号 ○○－○○○○－○○○○ ＦＡＸ番号 ○○－○○○○－○○○○ 

Ｅ-ｍａｉｌ ○○○○＠○○.○○.○○ 

当該交付申請に係る担当者名 

担当者 
所属・役職 氏名 

事業部 業務課 神田 花子 

会社所在地 
〒163-0000 

東京都千代田区神田錦町○-○-○ 

電話番号 ○○－○○○○－○○○○ ＦＡＸ番号 ○○－○○○○－○○○○ 

Ｅ-ｍａｉｌ ○○○○＠○○.○○.○○ 

申請者に該当する項目を下記のア～エから選択し右の欄に記入 ｱ 

ア 貨物自動車運送事業者 

イ 第二種貨物利用運送事業者 

ウ 自家用トラック事業者 

エ アまたはイを構成員に含む団体 

共同申請の有無 (該当するチェックボックスにチェックを入れる) ☑有 □無 

車載器 
申請台数等 

申請車両台数 10  台 事業用 10 台 自家用 0  台 

事業所数（上記車両の所属） 2  箇所 

車両使用者はア～ウに該当する申請者である。 ☑ 

本事業で荷主と共同で予約受付システムの取り組みをする。 ☑ 

（備考）用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。  
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パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 

 
申請者情報（リース事業者） 

平成３０年度 トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業） 

申請者情報 
（リース事業

者） 

会社所在地 
〒999-1111 

東京都○○区×町△番地 

会社の

名称 

（カナ） △△ﾘｰｽｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

（漢字） △△リース株式会社 

代表者氏名 
役職 代表者氏名 

代表取締役 東京 太郎 

電話番号 ○○－○○○○－○○○○ ＦＡＸ番号 ○○－○○○○－○○○○ 

Ｅ-ｍａｉｌ ○○○○＠○○.○○.○○ 

当該交付申請に係る担当者名 

担当者 
所属・役職 氏名 

第一営業部 東京 五郎 

会社所在地 
〒888－7777 

東京都○○○区□□□町□△番地 

電話番号 ○○－○○○○－○○○○ ＦＡＸ番号 ○○－○○○○－○○○○ 

Ｅ-ｍａｉｌ ○○○○＠○○.○○.○○ 

共同申請者に該当する項目を下記のオまたはキから選択し右欄に記入 ｵ 

オ 
リース事業者※(動態管理システム共同申請) 

※ア～エに該当する者に補助対象となる機器をリースする者に限る。この場合において、ア

～エに該当する者と共同で申請すること。 

キ 
リース事業者※(予約受付システム共同申請) 

※カに該当する者に補助対象となる機器をリースする者に限る。この場合において、ア～エ

及びカに該当する者と共同で申請すること。 

本事業で荷主と共同で予約受付システムの申請をする。 ☑ 

（備考）用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。   
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パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 

申請者情報（荷主） 

平成３０年度 トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業） 

申請者情報 
（荷主） 

会社所在地 
〒666-5555 

東京都△△△区□□町○-○-○ 

会社の

名称 

（カナ） △△ﾘｰｽｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

（漢字） △△リース株式会社 

代表者氏名 

※補助金により導入した設備を所有する者となるため、下枠に必ず会社代表印を押印する

こと。 

役職 代表者氏名 

代表取締役 東京 太郎 

 

電話番号 △△△-△△△-△△△△ ＦＡＸ番号 △△△-△△△-△△○○ 

Ｅ-ｍａｉｌ △△△△△@△△△△△△△ 

当該交付申請に係る担当者名 

担当者 
所属・役職 氏名 

運輸部門 省エネ 一郎 

会社所在地 
〒666-5555 

東京都△△△区□□町○-○-○ 

電話番号 △△△-△△△-△△△△ ＦＡＸ番号 △△△-△△△-△△○○ 

Ｅ-ｍａｉｌ △△△△△@△△△△△△△ 

共同申請の有無 (該当するチェックボックスにチェックを入れる) ☑有 □無 

予約受付システム導入事業所 2 箇所 

（備考）用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 



 

 

40 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 実施計画書 

実施計画書 
申請者名 

（トラック事業者及び 
申請者となった荷主） 

○○運送株式会社 
予約受付 

システム申請  無 ○ 有 

連携予定

の荷主数 

 運送契約の締結あり 運送契約の締結なし 

発荷主 3 社 0 社 

着荷主 4 社 3 社 

荷主連携において期待される効果(申請車両 1 台・10 日間あたりの合計を記入）※1 

連携前 連携後 

燃料使用量（ℓ/台・10 日） トンキロ（ｔ・㎞/台・10 日） 燃料使用量（ℓ/台・10 日） トンキロ（ｔ・㎞/台・10 日） 

312.0 54000.0 307.8 54000.0 

全体の省エネルギー量（燃料削減量）の計画値 

（連携前燃料使用量－連携後燃料使用量）×申請台数 
計画値 

申請台数(台） 

41.9 ℓ 

省エネルギー量（燃料削減量）の

計画値は「燃料使用量」（連携前

後の差分）の合計（「申請台数」

分）により算出されます 

1.3 % 
10 台 

区

分 A※2 1 区

分 B※2 7 

課

題 
集配先での無駄な待機時間の削減 

課

題 
特定の納品日における運行効率の悪化 

実

施

計

画 

・荷主への提案方法 

実

施

計

画 

・荷主への提案方法 
待機時間と燃料使用量の現状、関連性を分析した結果を

提示する。原因である待機時間の削減によって省エネ効

果につながることを理解・協力してもらう。 

着時間を知らせることで、事前に受入れ準備をしてもらう

よう提案する。 

運行効率の改善のため、納品日を分散化してもらうよう提

案する。 

各納品日で積載率、燃料消費量にどれだけ差があるかを

提示する。納品日の分散化によって、荷主のバース混雑

解消にもつながり、省エネ効果につながることを理解・協

力してもらう。 
・取組内容 ・取組内容 
導入する動態管理システムを使用し、待機時間をどれだ

け削減できるか、またそれによって燃料使用量がどれだけ

減少するかを計測し、分析する。荷主連携によって荷待ち

時間を減らし、待機時間を削減することで無駄な燃費を抑

え、省エネ効果を実現させる。 

導入する動態管理システムを活用し、走行距離・荷待ち時

間がどれだけ削減できるか計測し、連携前後での燃料消

費量の変化を分析する。 

特定の納品日を分散し、交通渋滞・待機時間を避ける。そ

れによって走行距離・荷待ち時間を削減し、燃料使用量を

改善することで省エネ効果を実現させる。 

取

得

情

報 

1 燃料使用量 9  

取

得

情

報 

1 燃料使用量 9  

2 作業区分時間 10  2 走行距離 10  

3  11  3 走行時間 11  

4  12  4 積載量 12  

5  13  5 作業区分時間 13  

6  14  6  14  

7  15  7  15  

8  16  8  16  

※1 ・「荷主連携において期待される効果」は以下の算出方法で求める。 

（１-連携後トンキロあたり燃料使用量÷連携前トンキロあたり燃料使用量）×100（小数第２位以下を切捨て) 
・連携後の燃料使用量、トンキロは選択したすべてのメニューを実施することにより想定される数値を記入。 

※2 ・実施する連携メニューは、公募要領 P.57～59 の資料を参照し A・B の区分よりそれぞれ 1 つ以上選択（必須）。 

・３つ以上の荷主連携を行う場合、またはその他を選択する場合は別シートを使用すること。 



 

 

41 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 使用機器・部品一覧 

使用機器・部品一覧 

１.申請者名 

 

２.車載器･予約受付システム ※導入する車載器、予約受付システム毎に作成すること 

 

３.荷主連携で使用する機器･部品内訳 

※荷主連携に必要な使用機器・部品を記入すること。 

※審査後、連携メニューの目的と一致しないと判断された機器は補助対象から除外される場合がある。 

※必要に応じて行を挿入して使用すること。 
  

申請者名 

(対象設備導入事業者) ○○運送株式会社 
※PCKK使用欄 

メーカー 型 式 システム・種類 

××××株式会社 DP-○○○○ クラウド型 ○メモリーカード型 ○予約受付システム 

№ 対象設備 型 式 使用目的 

1 メインハーネス 111B-222C 車載器と車両を接続するケーブル 

2 パルス変換器 PPPP-123 
各種流量計から発信される信号をパルス数に変換

する 

3 パルス変換器用ハーネス □□□-□□□ 車両の信号を取得するために使用するケーブル 

4 車速センサー AA-AA×× 車速信号取得のため 

5 車速センサー用ハーネス ***-WWW5678 車速センサーと車両を接続するケーブル 

6 ハンディーテンキー △△-△△△△△ 詳細な作業状態を車載器に入力するための機器 

7 
ハンディーテンキー用ハ

ーネス 
XXX-XXXX 

ハンディテンキーと車両を接続するためのケーブ

ル 

8 動態管理ソフト ○○-○○○○ 車載器の取得情報を分析するための専用ソフト 

9 SDカード（8GB） NJT++++ GPSの情報が取得できない場合の記録用媒体 

10 SDカードリーダライタ SDW**○○ SDカードを読み込むための機器 

11    

12    

13    

14    

15    



 

 

42 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助事業実施状況報告書（様式第７） 

（様式第７） 
第          号 

平成○年○月○日 
パシフィックコンサルタンツ株式会社 

首都圏本社  

取締役本社長 殿 

 

 

                                        補助事業者    住所 東京都千代田区神田錦町○－○－○ 
                                                      氏名 ○○運送株式会社 

                              代表取締役 神田 太郎 
印 

 
平成30年度トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラッ

ク輸送の省エネ化推進事業）補助事業実施状況報告書 

 
平成30年○月○日付第○○○○○号をもって交付決定のあった経済産業省からのトラック・船舶等の運輸

部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッド車等の点

検整備の高度化による省エネ推進事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る上記補助事業の実施状況

について、トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化

推進事業）交付規程第１２条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１．補助事業の名称 ○○運送株式会社 トラック輸送の省エネ化推進事業 

 
 

２．補助事業の実施状況の概要 

現状分析を行い荷主に対して連携メニュー実施に向けた調整中。 

３．検証結果 

（１）検証方法 荷主連携前の自己診断データにより省エネ効果を試算 

（２）検証期間 平成30年○月○日～平成31年○月○日 

（３）検証内容、データ 荷主連携前実施状況報告（総括表） 

 

（注） 
（１）表等を横位置に記入するときは、表等の右側を上にすること。 

（２）説明上必要な資料を適宜添付すること。 

（３）検証内容、データについてはＰＣＫＫが別に定める実施状況報告（総括表）に記載して添付 

すること。 

 

（備考）１．用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 

※ＰＣＫＫのトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ

化推進事業）は、経済産業省が定めたトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助

金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッド車等の点検整備の高度化による省エネ推進事業）

交付要綱第３条に基づく国庫補助金のトラック輸送の省エネ化推進事業を行おうとする方に交付するも

のです。 
  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 



 

 

43 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

補助事業実施状況報告書（様式第７） 記入時の注意 

①  

②   補助金交付申請書（様式第１）と同様に記入。 

③  

④ 補助金交付決定通知書（様式第２）に記載されている内容を参照すること。 

⑤ 補助金交付申請書（様式第１）と同様に記入。 

⑥ 記入例を参考に事業の内容を簡潔に記入。 

⑦ (1) 検証方法 

実施した検証方法を記入。 

(2) 検証期間 

検証に必要なデータの計測期間を記入。 

(3) 検証内容、データ 

荷主連携前実施状況報告（総括表）を報告。 

 

※補助事業実施状況報告書（様式第７）の提出においては左記の文中にもあるように、

総括表に添えて提出すること。 

 

  

【注意】 ②～⑤についての記入、押印については、交付決定後の提出書類におい

ても 同一であること。書類送付前に必ずコピーをとり保管すること。 



 

 

44 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 総括分析データ 

 
【提出時期】 
・取得期間：荷主連携前後実働１０日間 
・荷主連携前：中間報告時に提出（１１月上旬頃を予定：交付決定時期により異なる） 
・荷主連携後：実績報告時に提出（平成３１年１月１１日までに必着） 

 
【総括分析データ入力フォーマット】 

※書式レイアウト等については変更する場合がある。 
 

ア）車両情報 

 
 

 

イ）車両別日別データ（次項参照） 
・取得必須の情報項目：①走行距離、②輸送量、③燃料使用量、（④荷待ち時間） 
※①～④に付随するデータ取得期間・時間等を含む。（下表参照） 
※④については予約受付システムを導入する場合のみ取得必須とする。 
 

・任意必須の情報項目：自己診断を行うため、実施計画書において取得を計画してい

るデータ項目 
※申請時、実施計画書の取得情報に記載した項目については、原則として取得・報

告が必要となる。 
※取得する主な情報項目の例については、連携メニューリスト（P.57 別表、別表 2）、

および補助事業ホームページに公開する当該ファイルの入力例を参照すること。 

データ
取得時期

■事業者等の情報

荷主が同一

荷主が別

Ａ．事業者の情報

交付決定番号

補助事業者名

事業所名

車両登録番号

車台番号

燃料の種類

最大積載量（㎏）

車載器設置日

区分Ａ・Ｂの
荷主情報

連携前

AA54AAA-○○○○○

軽油

13,600

2018年10月11日

○○○○○

○○運送株式会社

東京営業所

Ｂ．車両情報

品川100か○○○○

Ｃ．車両の実施連携メニュー

連携メニュー
区分

Ａ 1

Ｂ 7

その他

Ｄ．取得情報

連携メニュー
番号

実施計画で立案した取
得情報

データ入力箇所

1,7 燃料使用量 燃料使用量

1,7 作業区分時間 作業区分別所要時間

7 走行距離 走行距離

7 走行時間 走行時間

7 積載量 実積載量

連携メニュー番号

⇒
 

次
項
へ 
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   ■
報

告
デ

ー
タ

Ｅ
．

総
括

表
デ

ー
タ

Ｆ
．

自
己

診
断

デ
ー

タ

A
B

年
月

日
年

月
日

時
分

時
分

走
行

距
離

(
㎞

)
走

行
時

間
(
分

)
平

均
速

度
(
㎞

/
h
)
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0
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0
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0
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8
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0
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0
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.
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.
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46 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 申請車両・車載器シリアル一覧表 

 
車載器を取付けた車両情報と、車載器のシリアルナンバーを入力し、中間報告時に

提出すること。 

 

 
 

 
  

1 品川100か○○○○ 平成19年8月 普通 貨物 事業用 バン 13500 ○○○○○

2 品川101か○○○○ 平成16年2月 普通 貨物 事業用 バン 10500 ○○○○○

3 品川100か○○○○ 平成16年6月 普通 貨物 事業用 バン 11500 ○○○○○

4 品川100か○○○○ 平成17年5月 普通 貨物 事業用 バン 10100 ○○○○○

5 品川100え○○○○ 平成20年4月 普通 貨物 事業用 バン 11500 ○○○○○

6 品川100か○○○○ 平成24年1月 普通 貨物 事業用 バン 12800 ○○○○○

7 品川100お○○○○ 平成26年4月 普通 貨物 事業用 バン 13100 ○○○○○

8 品川100か○○○○ 平成17年5月 普通 貨物 事業用 バン 10100 ○○○○○

9 品川100か○○○○ 平成17年6月 普通 貨物 事業用 バン 10101 ○○○○○

10 品川100か○○○○ 平成17年7月 普通 貨物 事業用 バン 10102 ○○○○○

11

12

13

14

申請車両・車載器シリアル一覧表

交付決定番号 ○○○○○
補 助 事 業 者 名 ○○運送株式会社

事 業 所 名 東京営業所

番
号

申請車両

自動車登録番号 初度登録年月 種別 用途
自家用・事
業用の別

車体形状 最大積載量 車名

【注意事項】 １．事業所ごとにシートを分けて作成し、シートに事業所名をつけること

２．行が足りなくなった場合は追加すること

申 請 台 数 10 ３．電子メールで報告すること（dotai_hojokin@30.pacific-hojo.jp)

事 業 所 申 請 台 数 2
４．提出する際のファイル名は「交付決定番号+事業者名」sharyo.xlsとすること

AAABBBWW-10246 PPP-AAAAA 軽油 ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

AAABBBWW-10247 PPP-BBBBB 軽油 ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

AAABBBWW-10248 LLLL-CCCCC 軽油 ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

XXZZ1WW-10246 OOOO-AAAAA LPG ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

XXZZ1WW-10246 HHHH-AAAAA CNG ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

AAABBBWW-10246 PPP-AAAAA 軽油 ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

XXZZ1WW-10246 PPP-AAAAA 軽油 ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

XXZZ1WW-10246 OOOO-AAAAA ガソリン ○○運送株式会社 XX9999DD 987654321

XXZZ1WW-10247 OOOO-AAAAA ガソリン ○○運送株式会社 XX10000DD 987654322

XXZZ1WW-10248 OOOO-AAAAA 軽油 ○○運送株式会社 XX10001DD 987654323

取付車載器

車載器型式 シリアルナンバー車台番号 型式 燃料の種類 使用者の氏名又は名称

⇒
 

下
図
へ 



 

 

47 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 システム設置状況報告 

システム設置状況報告（車載器） 

補助事業者名 
（対象設備導入事業者） ○○運送株式会社 交付決定番号 ○○○○○ 

事業所名 ☓☓営業所 

自動車登録番号 品川 800 か○○○○ 車台番号 1234-XX-56789 

 
車載器設置状況（写真添付） 
 

 

 

 

補助対象経費で導入した車載器および使用機

器・部品の画像 

 

 

 

 

シリアル番号、型式と補助事業者が確認できる

書類（名刺等）と一緒に撮影 

（シリアル番号、型式が識別できる画像を添

付） 

 

 

 

 

 

車両外観、ナンバープレートが確認できる画像 

（自動車登録番号が識別できる画像を添付） 

 

 

 

 

 

データを取得する車両に補助対象車載器を設置

した状態の画像 

 
撮 影 日： 2018 年○月○日  担当者名：関東 花子 

 



 

 

48 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

システム設置状況報告（事務所用機器） 

補助事業者名 
（対象設備導入事業者） ○○運送株式会社 交付決定番号 ○○○○○ 

設
置
場
所 

事業所名 ☓☓営業所 

住所 〒101-0000東京都千代田区神田錦町△－□－☓ 

設置

機器 
ソフト名称 ○○解析ソフト シリアル番号 00000000 

 
事務所用機器設置状況（写真貼付） 
 

 

 

 

補助対象経費で導入した事務所用機器の画像 
 

 

 

 

 

固有のソフト、機器と分かるもの(シリアル番号

等)と補助事業者であることが確認できる名刺等

一緒に撮影 
 

 

 

 

 

固有のソフト等の導入が確認できるソフト起動

画面を補助事業者であることが確認できる名刺

等と一緒に撮影 

 

 

 

 

固有のＷｅｂシステムを導入する場合、ログイン

画面を補助事業者であることが確認できる名刺

等と一緒に撮影（ＩＤを入力した状態） 
 

 
撮 影 日： 2018 年○月○日  担当者名：関東 花子 

 

  



 

 

49 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 自己評価結果 

 下記様式で荷主との取組の完了状況、実施内容、効果等を報告すること。 

 「個別評価（区分 B メニュー）」については、「個別評価（区分 A メニュー）」と同様

の書式のため省略している。 

※書式レイアウト等については変更される場合がある。 

 

自己評価結果（１枚目）                  平成３０年度 トラック輸送の省エネ化推進事業 

の補 

基助 

本事 

情業 

報者 

交付決定番号 ○○○○○ 事業者名 ○○運送株式会社 

車両情報 保有台数 ○○  台 申請台数 ○○   台 

連携した荷主数 発荷主 ○  社 着荷主 ○   社 

 

総合評価 （各メニューごとの評価については次項「個別評価」にて記述） 

荷主連携策の 

完了状況 
☑ 取組完了   □ 計画値未満(取組は実施済)  □ 取組途上 

取組 

結果 

省エネ効果 

計測値 

連携前 連携後 

燃料使用量（ℓ） トン・キロ（ｔ・ｋｍ） 燃料使用量（ℓ） トン・キロ（ｔ・ｋｍ） 
※申請車両 1台・10日間あたりの合計を記入すること 

 

 

 

   

計画値 

（％） 

申請時の実施計画書「計画

値」の数値を記入すること 

達成値 

（％） 

上記の連携前後に記入さ

れた数値より算出 

効果の 

要因 

直接要因 

○【取組の影響】実施した取組の中で、省エネ効果に結びついた主な要因を記述すること。（外

的要因を除く。） 

・計画値を達成できた要因、あるいは達成できなかった要因 

外的要因 

○【取組以外の影響】実施した取組と直接関連はないが、省エネ効果の結果に大きな影響があ

ったと考えられる外的要因を記述すること。 

・気象状況（天候、季節変動等）、業況（自社又は荷主の経営状態、需要の変動等）、その他

（道路工事、交通規制等）の外的要因 

今後の 

改善点 

○今後、取組を継続するうえで、改善の余地があると考えられる点等を記述すること。 

・取組過程で新たに判明した課題 

・取組を実施するうえで困難あるいは徹底できなかった点 

・今後、取組を継続していくことで、今回の結果を上回るさらなる効果が期待できる点 

・その他、取組内容以外に荷主との交渉方法等についての課題があれば記述すること。 

翌年度以降の対応 

○【取組途上の場合等】「取組途上」あるいは「計画値未満（取組は実施済）」の場合は、翌年度

以降の対応策、取組実施スケジュールを必ず記述すること。 

 

○【取組完了の場合】今後の改善点等を踏まえ、翌年度以降に取り組む内容を記述すること。 

※計画値未満（取組は実施済）の場合も、全ての項目について記入すること。 

※取組途上の場合は、「省エネ効果計測値（連携後）」「効果の要因」を除く全ての項目について記入すること。 

  

○取組を実施した全車両の実働 10日間の合計燃料使用量（ℓ）、トン・キロ（ｔ・km）÷

上記の申請台数 

 



 

 

50 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

自己評価結果（２枚目）                  平成３０年度 トラック輸送の省エネ化推進事業 

交付決定番号 ○○○○○ 事業者名 ○○運送株式会社 
 

個別評価（区分Ａメニュー） 

連携メニューNo. 

（区分Ａメニュー） 
A-   ○ 実施台数       ○○      台 

荷

主

等

の

基

本

情

報 

荷主の名称 

 運送契約の締結有り 運送契約の締結なし 

発荷主 
○○株式会社、○○○○株式会社、 

○○○株式会社 
なし 

着荷主 なし ○○○○株式会社ほか 12 社（別紙参照） 

輸送形態 

（複数チェック可） 
☑ 幹線輸送 ☑ 2地点間輸送 □ 集配輸送 ☑ その他 

「その他」を選択した場合、本欄に

具体内容も記入すること 

主な輸送品目 
○当該メニューにおける主な輸送品目を記入すること。 

（別紙 総括分析データに添付している【参考】輸送品目のシートを参照） 

 

 

 

取得情報の用途 

（区分Ａメニューのみ） 

 

取得情報 用途（複数チェック可） 

1 ○○○○○ ☑ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

2 ○○○○○ ☑ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

3 ○○○○○ ☑ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

4 ○○○○○ □ 連携調整 ☑ 連携実施時の情報共有 

5 ○○○○○ □ 連携調整 ☑ 連携実施時の情報共有 

6  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

7  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

8  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

9  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

10  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

11  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

12  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

13  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

14  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

15  □ 連携調整 □ 連携実施時の情報共有 

荷

主

調

整

時 

調整の方法 

○荷主との調整のため提示した情報等について記述すること。 

・上の「取得情報の用途」において「連携調整」にチェックを入れた取得情報をどのように活用し調整を行ったか。

（生データの提示でない場合は、分析結果や想定効果などのまとめ方・見せ方など。） 

・その他、本事業で取得情報でないものであっても、荷主との調整時に提示した事項があれば記述すること。 

・荷主に提示した資料等があれば必要に応じて添付すること。 

取

組

実

施

時 

実施 

内容 

取組内容

の概要 

○取組内容について、実施内容の概略を記述すること。 

・自社の取組内容、荷主の取組内容、連携の体制など。 

導入シス

テムの活

用方法 

○車両動態システムの活用方法を記述すること。 

・荷主交渉における利用ではなく、実際の取組時における導入したシステムの利用方法。 

・荷主との情報共有に利用した場合は、その情報名及び共有の方法など。 

改善・工

夫点 

○取組実施過程における改善や工夫について記述すること。 

・業務マニュアルの改良、ドライバー教育、社内での体制づくりの工夫、フィードバックによる改善、その他独自調

査実施など。 

・なお、当初計画からの実施内容を改良した場合、改良した取組内容と理由について明記すること（「改良点は

～、その理由は～」など明瞭に記述）。 

取

組

後 

連携メニューの 

効果 

○連携メニューの効果について記述すること。 

・選択した連携メニューの取組効果（トンキロ当たりの燃料使用量）を定量的に記載すること。 

・トンキロ当たりの燃料使用量以外の独自の指標（例：荷待ち時間）を設定している場合は、当該指標の種類とそ

の実施前後の変化も合わせて記載すること。 

※計画値未満（取組は実施済）の場合も、全ての項目について記入すること。 

※取組途上の場合については、「取組実施時」及び「取組後」を除く全ての項目を記入すること。 （荷主への提案を行っていない場合、補助金は交付されな

い。） 

※同一区分で複数のメニューを実施の場合は、本様式をコピーして１メニューごとに個別評価を記述・提出すること。 

※区分 A・B以外の区分「その他」の取組実施の場合、「連携メニューNo.」に「その他」と記入し、個別評価を記述・提出すること。 
 

※「取得情報」記入時の注意 

①別様式「総括分析データ」の「Ｄ.取

得情報／データ入力箇所」と同一の

データ名を転記すること 

②区分Ａ、Ｂメニュー別に分けて 

転記すること 

③「総括分析データ」からコピー＆ペ

ーストする場合は必ず「値貼付」する

こと 

 



 

 

51 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助事業実績報告書（様式第９） 

（様式第９）  

第          号 
平成○年○月○日 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

首都圏本社 取締役本社長 殿 

 

                                        補助事業者    住所 東京都千代田区神田錦町○－○－○ 
                                                      氏名 ○○運送株式会社  

                              代表取締役 神田 太郎 

印 
 

平成30年度トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラッ

ク輸送の省エネ化推進事業）補助事業実績報告書 

 
平成30年○月○日付第○○○○○号をもって交付決定のあった経済産業省からのトラック・船舶等の運輸

部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッド車等の

点検整備の高度化による省エネ推進事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る上記補助事業が完了し

ましたので、トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ

化推進事業）交付規程第１３条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 
記 

１．実施した補助事業 
（１）補助事業の名称 ○○運送株式会社 トラック輸送の省エネ化推進事業 
（２）補助事業の報告  実施状況報告（総括表）による 

 
２．補助金の交付決定番号、交付決定年月日及び交付決定額 
（１）交付決定番号         第○○○○○ 号 
（２）交付決定年月日        平成30年○月○日 
（３）補助金の交付決定額      金3,500,000円 

 
 
３．補助対象事業実績額及び事業完了年月日 
（１）補助対象事業実績額              金7,000,000円 
（２）事業完了年月日                平成31年○月○日 

 
４．補助対象事業実施金額の内訳 

（別紙による） 
 
（注）報告書には、次の書面等を添付すること。 

（１）支払領収証書（写し） 
（２）額の確定通知書送付用返信封筒（定型封筒（長形３号）に返信先を記入、切手は不要） 
（３）その他ＰＣＫＫが指示する書面等 

 

【本補助事業実績報告に係る連絡先】 
担当部署及び役職 担当者名 電話、FAX及びE-mail 

 
事業部 業務課 

 
神田 花子 

（電話）○○－○○○○－○○○○ 
（FAX）○○－○○○○－○○○○ 
（E-mail）○○○○＠○○.○○.○○ 
 

 
（備考）用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 

※ＰＣＫＫのトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ

化推進事業）は、経済産業省が定めたトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金

（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッド車等の点検整備の高度化による省エネ推進事業）交付

要綱第３条に基づく国庫補助金のトラック輸送の省エネ化推進事業を行おうとする方に交付するものです。  

③ 

④ 

⑤ 

② 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

① 



 

 

52 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

補助事業実績報告書（様式第９）  記入時の注意 

① 「第 号」：社内決裁番号※を使用する際に記入。 
※社内で作成した書類に付される文書管理上の通し番号であり、社内決裁番号を

付さない場合には不要。 
「日付」：書類の作成日を記入。 

② 上から申請者の住所・法人名・代表者名を記入し、押印は実印とする。 

③ 補助事業実施年度を記入する。 

④ 補助金交付決定通知書（様式第２）に記載された交付決定年月日と交付決定番号

を記入。 

⑤ 様式第１で記入した補助事業の名称を記入。 

⑥ 交付決定番号、交付決定年月日、交付決定額を確認し記入。 

⑦ （1）支払領収証書に記載された補助対象経費の実支払金額（消費税、振込手数料 
を除く）を記入。 

（2）自己評価の報告の完了、かつ当該事業に要する経費の支払いが完了した年

月日を記入。 

⑧ 本事業に関する弊社からの問い合わせにご対応いただける担当者名・連絡先を

記入。 

 

【注意】 ②～⑤についての記入、押印については、交付決定後の提出書類におい

ても同一であること。書類送付前に必ずコピーをとり保管すること。 



 

 

53 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助事業実績報告書（様式第９）－別紙 

収支明細表 

（単位：円） 

 
 

A.交付決定額 

補助対象経費 補助金の額 

設
備
費 

クラウド型 
車載器 6,045,000 3,022,000 

メモリーカード型 
車載器 0 0 

予約受付システム 1,000,000 500,000 

合 計 7,045,000 3,522,000 

 
 

決算額 

G.差引 備考 
収入 支出 

B.補助金

の収入額 
C.補助対象経

費の実績額 
D.補助対象 

経費 
E.補助率 F.補助金の額 

0 6,000,000 6,000,000 １／２ 3,000,000 3,000,000  

0 0 0 － 0 0  

0 1,000,000 1,000,000 １／２ 500,000 500,000  

0 7,000,000 7,000,000  3,500,000 3,500,000  

 
  

交付決定額 

及び決算額 
補助対象 

経費の区分 



 

 

54 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

補助事業実績報告書（様式第９）－別紙 記入時の注意 
 

A. 補助金交付決定通知書（様式第２）に記載された補助対象経費・合計をそれ

ぞれ記入。 

B. 補助金による収入がないため、「０」を記入。 

C. 実際にかかった補助対象経費・合計を記入。 

※消費税額と振込手数料を除いた金額。 

D. A.交付決定額（補助対象経費）とC.補助対象経費の実績額のいずれか低い

金額を記入。 

E. 補助率を記入。 

※クラウド型、予約受付システムは「１／２」、メモリーカード型は「１／３」を記

入。 

F. D.補助対象経費に対し、E.補助率を掛けた金額を記入（１,０００円未満切捨

て）。 

G. F.-B.の額 

収支明細表の額が入らない欄には「０」を記入。 

【支払領収証書について】 

 宛名には、補助事業者名の記入があること。 

 日付が明記されている。 

 販売業社名・印がある。 

 金融機関へ振込みの場合は、振込明細書を添付のこと。 

 

  



 

 

55 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 補助金精算払請求書（様式第１２） 

（様式第１２） 
第          号 

平成○年○月○日 
パシフィックコンサルタンツ株式会社 

首都圏本社  

取締役本社長 殿 

 

                                        補助事業者    住所 東京都千代田区神田錦町○－○－○ 
                                                      氏名 ○○運送株式会社 

                              代表取締役 神田 太郎 
印 

 
平成30年度トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラッ

ク輸送の省エネ化推進事業）補助金精算払請求書 
 

平成30年○月○日付第○○○○○号をもって交付決定のあった経済産業省からのトラック・船舶等の運輸

部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッド車等の点

検整備の高度化による省エネ推進事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金の精算払を受けたいので、トラ

ック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ化推進事業）交付

規程第１６条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。 

 
記 

 
１．補助事業の名称 ○○運送株式会社 トラック輸送の省エネ化推進事業 

 
２．補助金の額の確定番号及び確定年月日 

額 の 確 定 番 号    第 ○○○○○ 号 
確 定 年 月 日    平成 31年 ○ 月 ○ 日 

３．精算払請求金額（算用数字を使用すること。）金3,500,000円 
 
 

４. 振込先 
金融機関名 ○○銀行 支店名 □□支店 

銀行ｺｰﾄﾞ ○○○○○○○ 支店ｺｰﾄﾞ ○○○○ 

預金の種別 普  通・当  座 （フリガナ） 

預金の名義 

○○ウンソウ（カ 

口座番号 ○○○○○○○ ○○運送株式会社 

（注）金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号及び預金の名義（フリガナ）は間違いのないよう記入す

ること 

 

【本精算払請求に係る連絡先】 
担当部署及び役職 担当者名 電話、FAX及びE-mail 

 
事業部 業務課 

 
神田 花子 

（電話）○○－○○○○－○○○○ 
（FAX）○○－○○○○－○○○○ 
（E-mail）○○○○＠○○.○○.○○ 
 

 

（備考）用紙は、日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 

※ＰＣＫＫのトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助金（トラック輸送の省エネ

化推進事業）は、経済産業省が定めたトラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対策事業費補助

金（トラック輸送の省エネ化推進事業及びハイブリッド車等の点検整備の高度化による省エネ推進事業）

交付要綱第３条に基づく国庫補助金のトラック輸送の省エネ化推進事業を行おうとする方に交付するも

のです。 

 

  

① 

② 

③ 

 ④ 

⑤ 

⑥ 

⑧ 

⑦ 



 

 

56 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

補助金精算払請求書(様式第１２)  記入時の注意 

 

①  

②   補助金交付申請書（様式第１）と同様に記入。 

③  

④ 補助金交付決定通知書（様式第２）を参照し記入。 

⑤ 補助金交付申請書（様式第１）と同様に記入。 

⑥ ＰＣＫＫより送付される補助事業交付金額確定通知書（様式第１１）より記入。 

⑦ 金融機関名・支店名等は通帳等確認の上、下記を参照し正確に記入。 

中間報告で提出した「振込口座事前連絡」と相違がある場合は、正しい口座情報

を記入して速やかにＰＣＫＫへ報告すること。 

 支店名は正式名称で記入。 

 銀行コード・支店コードを正しく記入。 

 預金の種別は、いずれかに○をつける。 

 口座番号、預金名義は正確に記入。 

⑧ 当該事業についての弊社からの問い合わせにご対応いただける担当者名・連絡

先を記入。 

 

 

  

【注意】 ②～⑤についての記入、押印については、交付決定後の提出書類におい

ても同一であること。書類送付前に必ずコピーをとり保管すること。 



 

 

57 申請書類等の様式・記入時の注意 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 資料：荷主との連携策 

① 【別表】連携メニューリスト 

区分ＡとＢから少なくとも各１メニューを必ず選択することを申請要件とし、

結果の確実性の担保と多様な連携策の実施を図る。区分その他については区分Ａ

とＢとは別に選択すること。 

・区分Ａ 

荷主との連携策 主に連携に必要な情報 

区
分 

省
エ
ネ
に
つ
な
が
る
効
果 

No 荷主との連携メニューの例 
実施サービスの例 

（交渉・提案材料） 

主に車載器 

自動取得 

主に手入力記録 

（機種・付加機能によっては自動取得可） 

G

P

S
位
置
情
報 

（地
図
位
置
、
ル
ー
ト
） 

速
度
・
距
離
・時
間 

（法
定
３
要
素
） 

出
発
・
帰
着
時
刻 

燃
費
・
燃
料
使
用
量 

積
載
量
・率 

主
要
輸
送
品
目 

作
業
区
分
（荷
積
・荷

卸
、
待
機
、
休
憩
等
） 

道
路
・
交
通
情
報 

実
車
・
空
車
情
報 

Ａ 

①
荷
待
ち
・遅
延
解
消 

1 

・荷主や配送拠点における発着

時刻調整や事前の車両受け入

れ準備 

（倉庫での受入れ作業者等の確

保、中継拠点で積み替えや車

両の準備等による待ち時間削

減） 

・荷主への到着予定時刻のお知

らせ 

・荷主とのリアルタイムでの情報

共有（車両位置、積載物等） 

・荷主との情報共有（配送時間

等の実績 

○ ○ ○ ○   ○   

②
輸
送
効
率
化 

2 

・輸送距離及び輸送時間の削減

（輸送ルートの見直し） 

・荷主や他のトラック事業者との

情報共有（運行ルート、時間、

積載物等の実績） 

・車両重量や車高で通行可能な

ルートの確認（車両サイズ、運

行ルートの実績） 

○ ○  ○      

3 

・交通状況等に応じた案内誘導に

よる最適な輸送ルートの選択

（混雑道路の回避等） 

・荷主への到着予定時刻のお知

らせ 

・荷主とのリアルタイムでの情報

共有（車両位置） 

○ ○  ○    ○  

4 

・積荷量に対する適正なサイズの

車両配車 

（小ロット配送～大量輸送への

対応） 

・荷主との情報共有（燃費、車両

サイズ、運行ルート、時間、積

載物等の実績） 

・荷主とのリアルタイムでの情報

共有（車両位置、積載物等） 

○ ○  ○ ○     

  



 

 

58 トラック輸送の省エネ化推進事業 公募要領 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

・区分Ｂ等 
荷主との連携策 主に連携に必要な情報 

区
分 

省
エ
ネ
に
つ
な
が
る
効
果 

No 荷主との連携メニューの例 
実施サービスの例 

（交渉・提案材料） 

主に車載器 

自動取得 

主に手入力記録 

（機種・付加機能によっては自動取得可） 

G

P

S
位
置
情
報 

（地
図
位
置
、
ル
ー
ト
） 

速
度
・
距
離
・時
間 

（法
定
３
要
素
） 

出
発
・
帰
着
時
刻 

燃
費
・
燃
料
使
用
量 

積
載
量
・率 

主
要
輸
送
品
目 

作
業
区
分
（荷
積
・荷

卸
、
待
機
、
休
憩
等
） 

道
路
・
交
通
情
報 

実
車
・
空
車
情
報 

Ｂ 

①
荷
待
ち
・遅
延
解
消 

5 
・荷主側における受入れ体制の整備や

システム導入 （予約受付システム導

入等） 

・荷主への到着予定時刻のお
知らせ 

・荷主とのリアルタイムでの情

報共有（車両位置、積載物
等） 

○  ○ ○   ○   

6 
・待機時間の削減可能な発着時刻を調

整（発荷主と着荷主間での配送計画を
見直し、時間指定の調整等） 

・荷主との情報共有（配送時

間等の実績） 

・車両待機時間発生の原因解
明（単なる積込み・荷卸待ち

か早着か等） 

○ ○ ○ ○   ○   

7 

・納品日・時間の平準化の提案（荷主と

の協議による配送計画の見直しによ
る、納品日の分散化、午前納品から午

後・夜間に転換、輸送時間帯拡大等） 

〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

②
輸
送
効
率
化 

8 
・積載余力がある車両の有効活用 （混
載化・共同化や積み付け方法改善に

よる積載率向上） 

・荷主や他のトラック事業者と
の情報共有（空車情報、積

載物等の実績、求貨求車シ

ステム等との連携等） 

○ ○  ○ ○    ○ 

9 

・納品頻度見直しや配送ロット引き上げ
による輸送頻度の削減 （過剰サービ

スや在庫管理の見直し、満載での輸

送、車両大型化等） 

〃 ○ ○  ○ ○  ○  ○ 

10 
・帰り荷確保など空荷車両の有効活用

（実車率向上） 
〃 ○ ○  ○ ○    ○ 

11 

・他社とのドライバーや作業者の共有 
（業務量変動や長距離輸送での作業

待機時間の削減、乗員交代による休

息アイドリング時間削減等） 

・他のトラック事業者との情報

共有（ドライバー等情報、空
車情報、積載物等の実績、

求貨求車システム等との連

携等） 

○ ○  ○ ○  ○  ○ 

12 

・荷主の自家輸送からトラック事業者に

よる輸送への転換 

 （輸送ルートの見直し、混載や共同輸
送による積載率向上等） 

・荷主との情報共有（空車情

報、積載物等の実績、求貨
求車システム等との連携等） 

○ ○  ○ ○     

13 
・他社との共同配送や倉庫の共同化（運

行ルート、積載率の効率化） 

・他のトラック事業者との情報

共有（運行ルート、時間、積
載物等の実績） 

○ ○  ○ ○     

14 
・物流拠点や倉庫の適正配置・統廃合

による効率化（輸送ルートを考慮した
移設等） 

・荷主との情報共有（運行ル

ート、時間、積載物等の実
績） 

○ ○  ○      

15 

・工場直送への転換 

 （地域物流拠点を経由せずに工場から

卸・小売 DC へ直送、輸送ルートの短
縮や冷蔵冷凍温度の維持等による燃

費向上） 

・荷主との情報共有（燃費、運

行ルート、時間、温度管理等
の実績） 

○ ○  ○   ○   

16 
・モーダルシフトの推進 （長距離・大量

輸送の鉄道・船舶利用等） 

・荷主や他のトラック事業者と
の情報共有（燃費、車両サイ

ズ、運行ルート、時間、積載

物等の実績） 

○ ○  ○   ○   

そ
の
他 

輸送 
効率化 

・燃費悪化原因解明による効率的な輸
送の提案 （区分 A・B のいずれにも該

当しない連携策） 

・荷主との情報共有（燃費、車
両サイズ、運行ルート、時

間、積載物等の実績） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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② 【別表２】荷主連携に応じた自己診断データ案 

区
分 

省エネに

つながる

効果 

No 荷主との連携メニューの例 自己診断データ案 

Ａ 

①
荷
待
ち
・遅

延
解
消 

1 

 荷主や配送拠点における発着時刻調整や事前の

車両受け入れ準備 （倉庫での受入れ作業者等

の確保、中継拠点で積み替えや車両の準備等に

よる待ち時間削減） 

燃料使用量、作業区分時間（積卸

時間、荷待ち時間等） 

②
輸
送
効
率
化 

2 
 輸送距離及び輸送時間の削減 （輸送ルートの

見直し） 
燃料使用量、走行距離、走行時間 

3 
 交通状況等に応じた案内誘導による最適な輸送

ルートの選択 （混雑道路の回避等） 

燃料使用量、走行距離、作業区分

時間（アイドリング時間） 

4 
 積荷量に対する適正なサイズの車両配車 （小ロ

ット配送～大量輸送への対応） 
燃料使用量、積載量（率） 

Ｂ 

①
荷
待
ち
・遅
延
解
消 

5 
 荷主側における受入れ体制の整備やシステム導

入 （予約受付システム導入等） 

燃料使用量、作業区分時間（待機

時間）、積載量（率）、作業区分時

間（積卸時間、荷待ち時間等） 

6 

 待機時間の削減可能な発着時刻を調整 （発荷

主と着荷主間での配送計画を見直し、時間指定

の調整等） 

燃料使用量、走行距離、走行時

間、作業区分時間（アイドリング時

間）、荷待ち時間等） 

7 

 納品日・時間の平準化の提案 （荷主との協議に

よる配送計画の見直しによる、納品日の分散化、

午前納品から午後・夜間に転換、輸送時間帯拡

大等） 

燃料使用量、走行距離、走行時

間、積載量（率）、作業区分時間

（荷待ち時間等） 

②
輸
送
効
率
化 

8 
 積載余力がある車両の有効活用 （混載化・共同

化や積み付け方法改善による積載率向上） 
燃料使用量、積載量（率） 

9 

 納品頻度見直しや配送ロット引き上げによる輸送

頻度の削減 （過剰サービスや在庫管理の見直

し、満載での輸送、車両大型化等） 

燃料使用量、走行時間、積載量

（率） 

10 
 帰り荷確保など空荷車両の有効活用 （実車率向

上） 

燃料使用量、積載量（率）、空車時

間（空荷走行時間） 

11 

 他社とのドライバーや作業者の共有 （業務量変

動や長距離輸送での作業待機時間の削減、乗員

交代による休息アイドリング時間削減等） 

燃料使用量、作業区分時間（アイド

リング時間、積卸時間、荷待ち時

間等） 

12 

 荷主の自家輸送からトラック業者による輸送への

転換 （輸送ルートの見直し、混載や共同輸送に

よる積載率向上等） 

燃料使用量、走行時間、走行距

離、積載量（率） 

13 
 他社との共同配送や倉庫の共同化 （運行ルー

ト、積載率の効率化） 

燃料使用量、走行時間、走行距

離、積載量（率） 

14 
 物流拠点や倉庫の適正配置・統廃合による効率

化 （輸送ルートを考慮した移設等） 
燃料使用量、走行距離、走行時間 

15 

 工場直送への転換 （地域物流拠点を経由せず

に工場から卸・小売 DC へ直送、輸送ルートの短

縮や冷蔵冷凍温度の維持等による燃費向上） 

燃料使用量、走行距離、走行時間 

16 
 モーダルシフトの推進 （長距離・大量輸送の鉄

道・船舶利用等） 
燃料使用量、走行距離、走行時間 
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